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地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 

第三条第一項に規定する総務大臣の定める区分及び総務大臣の定める額 

を定める件の施行について（通知） 

 

 

 「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第三条第一

項に規定する総務大臣の定める区分及び総務大臣の定める額を定める件」（平成２

８年総務省告示第１８号）が平成２８年１月２５日付け官報第６７００号をもって

告示されましたので、下記事項に御留意のうえ、適切に施行されますよう特段の御

配慮をお願いします。 

 なお、平成２７年度中に締結される調達契約についての地方公共団体の物品等又

は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号。以下「特例

政令」という。）の適用基準額は、平成２６年総務省告示第１１号によることとさ

れていますので御留意ください。 

本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に基づく

技術的な助言であることを申し添えます。 

 

 

記 

 

１ 特例政令の適用基準額は、下記の区分に応じ下記に掲げる額とされたこと。 

(1) 物品等の調達契約                                       ３千３百万円 

(2) 特定役務のうち建設工事の調達契約                   ２４億７千万円 

(3) 特定役務のうち建築のためのサービス、エンジニア 

リング・サービスその他の技術的サービスの調達契約      ２億４千万円 

(4) 特定役務のうち上記以外の調達契約                       ３千３百万円 

 

２ １の適用基準額は、平成２８年度及び平成２９年度（平成２８年４月１日から

平成３０年３月３１日まで）の両年度に締結される調達契約について適用するも

のとされたこと。 

殿 


